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コロナ禍は下火となったものの、自然災害や社会経済リスク、サイバーリスクが顕在化するなど FM を

巡るリスクは多様化している。一方、「安全」が最重要との認識が広く浸透したものの、残念ながら「立

地リスク」を抱えた施設も多く、ファシリティマネジャーのリスク対応が重要性を増している。当研究部

会では、定期的な情報交換の他、ワークショップや模擬演習などを通じてノウハウの蓄積と部会員のス

キル向上を図っている。

当研究部会では毎月 1 回の定例研究会を開催している。コロナ等があり、遠方の方の参加も可能なた

め基本は Zoom による Web 開催としている。また、年 2-3 回リアルでの模擬演習を行い、2-3 回は企

業や建物等を訪問し先進事例や現場のノウハウ等に触れている。定例研究会では部会員の方からの災

害資料等の提供、内閣府等から発表される被害想定やガイドラインの読み込みなどを行っている。なお

Web 開催は 15 時 30 分から 17 時 30 分としている。

年度の研究成果は「秋の 18 講座」と「ファシリティマネジメントフォーラム」で発表するほか、防災セミナー

等で情報発信している。また、新型コロナ発生時や 2024 年の能登半島地震発生時には情報提供やシ

ンポジウムの開催などの情報発信を行った。2024 年度は「Facility DIG」模擬演習、災対本部模擬演習、

自衛消防隊模擬訓練を各一回、JFMA 会議室で実施した。
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1.   多様化する FM のリスク

　猛威を振るった新型コロナウイルスも大きな社会的脅威

としては収まる一方、地震や風水害などの自然災害は毎

年のように我が国を襲っている。また昨今は、地政学上の

リスクや世界経済の動向から建築資材・設備や電気料金

の高騰や、テレワークの浸透とオフィス勤務回帰・働き方

の変化によるレイアウトの要求事項の変化、建物や設備

の老朽化・陳腐化が経年だけでなく、オフィスを取り巻く

技術革新や働き方によって大きく変わる時代となった。計

画的なメンテナンスが重要な事は従来と変わりはないが、

それ以上に柔軟に時代に追いつき、あるいは先取りしな

いと FM の質を問われる時代なのである。

　リスクマネジメントは組織活動として不可欠な取り組み

でありビジネスの基本である。目標に対する不確かさは、

プラスにもマイナスにもさまざまな影響を与える。このよう

な状況の中で、基本は「安全」その上での「快適」「効率」

「SDGs」である。「安全」無くして快適・効率的なワーク

プレイスは成立しない。どんなに快適そうなオフィスでも

崩れ落ちそうな建物では誰も意欲的に仕事には取り組め

ない。ましてや、南海トラフ巨大地震や首都直下地震の

懸念が高まっている以上、「安全」は何ものにも優先して

考慮すべき要素である。

2.   研究部会活動

　研究部会では「リスク管理と事業継続」を基本テーマと

して取り組んでいる。

　コロナ禍でリアル開催が難しかった時期には、web で

のリモート開催とし、施設の「リスクの洗出し」を行った。

原因事象としての災害や事故・劣化から、結果状況とし

てどのような影響が施設と事業に生ずるかを取り上げ、

2022 年のフォーラムで発表した。

　2023 年・2024 年は、秋の 18 講座・フォーラムの他に、

研究部会参加企業から協力していただき、具体的な防災対

策のセミナーを開催した。また、After コロナに入りリアル開

催が可能となったことから、企業見学や模擬演習を再開し先

進的オフィス照明を取り入れた企業や企業の防災訓練見学、

建築関係の研究所見学、「FacilityDIG」模擬演習、災害対

リスクマネジメント研究部会

策本部模擬演習、自衛消防隊模擬訓練等を実施した。

　東日本大震災から 10 年以上経過し、災害対応の実務

経験者が減っていることやコロナ禍で訓練ができなかった

こともあり企業の対応力の低下が懸念される。研究部会と

しては「判りやすい・具体的」な情報提供を行っている。「秋

の 18 講座」「フォーラム」「セミナー」等の発表資料は

JFMA の研究部会のページに資料が掲載されているので

ご活用いただきたい。

3.   立地リスク対応

　当研究部会では、その中でも「立地リスク」に着目し

て研究を行ってきた。もちろん、「構造」も重要ではあるが、

近年は建築業界の不断の努力により「免振・制振・耐震」

などの技術の進歩は目覚ましく、高いレベルの安全性が

担保されるようになってきた。しかしながら、「立地」に関

しては価格や思惑等が作用し、本来は適さない場所に建

物を建てて失敗する事例が後を絶たない。駄目な土地は

ダメ。何とかして使う時代ではない。

　例えば液状化が懸念される地域は、建築する建物・敷

地を液状化対策しても周辺道路やライフラインが液状化

で被害を受けたら機能を果たせないのである。新築の消

防署が大地震で周辺が液状化で沈降し車庫と道路に大き

な段差ができて出動できなくなった事例がある。川の合流

点に庁舎を立て、水害で受電設備が水没し災害時の対策

本部機能を果たせなかった行政施設の事例も有名である。

また、依然として海岸部に介護施設や病院が立てられて

いる。本年、南海トラフ巨大地震の新被害想定が発表さ

れたが、避難困難な人々が使っている施設が津波襲来地

域に多数残っている現状は強く憂慮される事態である。

　研究会ではこのような立地リスクに関して関係者で共有

する手法「FacilityDIG」を開発している。地図を用いた

ワークショップ形式で立地のリスクを情報共有することで、

新築であれば土地手配の是非を考え、既存施設であれば

災害時の対応について具体的な検討を行うことができる。

特に、施設だけでなく周辺地域の災害リスクを把握するこ

とで事業の継続性やロジスティクスなど従来の防災対策よ

り幅広い検討を行うことができる。
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 4.   レジリエンス強化

　立地や構造、オフィスレイアウトによって同じ災害に見

舞われても、被害の様相は大きく異なる。

　悪い立地・古い旧耐震構造のビルにオフィスを構えて

いて、地震被害を受けたとしたらそれは経営者の責任と

言える。悪いファシリティ、脆弱な環境を放置しているこ

とは経営責任を果たしていないと言わざるを得ない。な

ぜならば、今は「耐震・制振・免振」構造で、電源の二

重化や水の確保など建物として事業継続に取り組んでいる

建物が数多く登場している。より「安全で快適」な選択

肢が提供されているのに、劣悪な環境のまま業務を進め

ることは経営の責任を果たしているとは言えない。

　また、災害耐性が高い施設を利用していれば、震度 6

クラスの地震に見舞われても「耐震・制振・免振」構造

でほとんど揺れず、オフィス内には被害もない。自衛消防

隊が負傷者の対応に奔走しなくてはならない古いタイプの

ビルとは災害時のスタートが違うのである。被災しなけれ

ば、事業継続も容易になっていく。自社の復旧再開に課

題が無ければ、社会被害・地域被害の対応に集中できる

し、何より人的資源に被害が無い事は決定的である。

　当研究会では先進のレジリエンス力の高い施設やオ

フィスの見学会などを行い、セミナー等でのフィードバッ

クに努めている。

5.   災害対応

　我が国は地震国であり、台風の常襲国でもある。自社

図表 1　リスクの定義

図表 2　研究部会の取り組み



212025 ● JFMA JOURNAL - R7

リスクマネジメント研究部会

の被害の有無にかかわらず「対策本部体制」は緊急時に

は重要なものである。事案に関する情報と指揮の一元化

を図り、適格・迅速に対応することが肝要である。

　当研究会では事案に見舞われた場合の初動における「自

衛消防隊」の編成・活動、ならびに「対策本部」組織の

編成と情報の整理・発信についてワークショップや模擬演

習を行ってノウハウの整理を行っている。

　「自衛消防隊訓練」は、コロナ禍により3-4 年訓練でき

なかった企業が多く、その間に経験者の大半が移動してし

まいノウハウの伝承がされていない問題がある。研究会で

は、簡易的なシナリオにより自衛消防隊の活動を理解し訓

練できるようなものを開発しファシリティマネジメントフォー

ラム 2025 で発表した。特に、消防主導訓練時に重視さ

れる「初期消火・避難誘導・通報連絡・応急救護」の 4

班に加え、建物施設の安全をフォローする「安全防護班」

を加えて被害確認などを行うものとなっている。

　また「災害対策本部演習」では、対策本部での情報の「収

集・整理・重要度・対応検討」と一連の流れで事案対応

するプロセスと、地図上に情報をプロットすることでの「視

覚化」を体験している。

　いずれの訓練・演習共に施設としてあるいは企業として

重要な体験となるので、研究会以外の方も公開セミナー

等では是非ご参加いただきたい。

　最後に、記事で紹介した「FacilityDIG」や「対策本部

演習」等について興味がある方は JFMA 事務局にご連絡

いただければ実演いたします。◀

図表 3　構造・設備・運用の確認

図表 4　施設が関係する事業継続




